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３. 電子契約の事務手順



11

３. 電子契約の事務手順

（１） 対象案件の明示

（２） 電子契約意向確認書の提出

（３） 契約書案文の受領

（４） 契約に必要な書類の提出
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（６） 変更契約

（７） 議決案件
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（９） 履行完了処理

（10） 契約関連ファイルの原本性確認



３. 電子契約の事務手順

（１） 対象案件の明示
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○ 電子契約の対象・対象外等については、入札公告、指名通知又は随意契約の
見積依頼の際に、明示します。

・ 公告・入札条件等に、電子契約の対象／対象外を記載

・ 公告・入札条件等に、「電子契約意向確認書」の提出先メールアドレスを記載

・ 対象案件の場合、公告・入札条件等に「別記 電子契約に関する事項」（※）を添付

※ 電子契約対象案件の場合に必要な手続きについて記載
（電子契約意向確認書の提出方法、契約に必要な書類の提出方法）



（１） 対象案件の明示
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公告の記載例（建設工事）

【公告】
電子契約の対象又は対象外を明示

【公告】
「契約手続に関する問合せ先」に
「電子契約意向確認書」提出先となる
メールアドレスを記載

３. 電子契約の事務手順



３. 電子契約の事務手順
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【別記 電子契約に関する事項】

電子契約対象の場合に必要な手続きを記載

別記 電子契約に関する事項（建設工事）

入札条件の記載例（建設工事）

【入札条件】

電子契約の対象又は対象外を明示

（１） 対象案件の明示



（２） 電子契約意向確認書の提出

使用システム・手段

電子入札システム

様式は県HPから
ダウンロード

メール・FAX等

メール・FAX等

電子契約システム

事務の流れ

落札者決定通知
受領・確認

電子契約意向確認書
の作成

電子契約意向確認書
の提出

電子契約意向確認書
の受領

電子契約システムに
案件を登録

【凡例】 受注者 発注者（契約担当課）

電子契約システム データ送受信機能 その他

３. 電子契約の事務手順

○ 電子契約対象案件の場合、落札決定（随意
契約の場合は、契約の相手方決定）の日の翌
日までに、「電子契約意向確認書」を電子メール、
FAX等により提出してください。

○ 電子契約対象案件の場合、電子契約を希
望しない場合も提出が必要です。

○ なお、着手日選択型の場合は、「電子契約
意向確認書」と合わせて、工事（業務）着手日通
知書も提出してください。

○ 受注者が「電子契約意向確認書」により電
子契約を希望した場合、発注者は、電子契約シ
ステムに案件を登録します。
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○ 電子入札の場合、落札者決定通知書及び通知メールにも、「電子契約意向確認書」
の提出について記載されています。

３. 電子契約の事務手順

（２） 電子契約意向確認書の提出

16

電子入札システムからの通知メール例落札者決定通知書例 （電子入札システム）

電子契約意向確認書の提出を依頼
提出期限と様式のダウンロード先

電子契約意向確認書の提出について記載
（提出期限と様式ダウンロード先）



３. 電子契約の事務手順

（２） 電子契約意向確認書の提出

17

○ 様式は、広島県HP「広島県電子契約システム（建設工事、測量・建設コンサルタント等
業務、地域維持事業に係る業務）ポータルサイト」からダウンロードできます。

② 「電子契約意向確認書」様式をダウンロード

① 広島県の調達情報HPから
ポータルサイトへアクセス



３. 電子契約の事務手順

（２） 電子契約意向確認書の提出
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【提出方法と提出期限】

・ 契約事務担当所属へメール等で提出（提出先は公告・
入札条件等に記載）

・ 落札決定（随意契約の場合は、契約の相手方決定）の
日の翌日までに提出

【留意事項】

・ 電子契約対象案件の場合は必ず提出
（電子契約を希望しない場合も要提出）

※JV契約用は別様式

記入されたメールアドレスが、電子署名の二段階認証に
必要となるワンタイムパスワードの送付先となります。
※ 入札参加資格申請時に登録されたメールアドレス（契約締結を行う
営業所等のメールアドレス）と同一のメールアドレスでも問題ありません。

電子契約または
紙契約を選択して
ください。

電子契約意向確認書様式
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【凡例】 受注者 発注者（契約担当課）

電子契約システム データ送受信機能 その他

３. 電子契約の事務手順

（３） 契約書案文の受領

○ 契約保証の手続きに契約書の案文が必要な
場合は、発注者から「データ送受信機能」を利用
して受注者に送付します。

○ 従来通りＦＡＸ、メール等で送付することも可
能ですので、発注機関にご確認ください。

使用システム・手段事務の流れ

契約保証手続きのための
契約書案の送付

提出依頼の確認

契約に必要な書類
（契約保証等）の提出

契約に必要な書類
（契約保証等）の受領

契約に必要な書類（契約
保証等）の提出依頼 電子契約システム

電子契約システム

契約書案の受領

データ送受信機能

データ送受信機能

電子契約システム
※一部持参・郵送の場合もあり

電子契約システム
※一部持参・郵送の場合もあり
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使用システム・手段事務の流れ

電子契約システム
※一部持参・郵送の場合もあり

提出依頼の確認

契約に必要な書類
（契約保証等）の提出

契約に必要な書類
（契約保証等）の受領

契約に必要な書類（契約
保証等）の提出依頼 電子契約システム

【凡例】 受注者 発注者（契約担当課）

電子契約システム データ送受信機能 その他

電子契約システム

３. 電子契約の事務手順

（４） 契約に必要な書類の提出

○ 契約に必要な書類の提出については、書類
によって提出方法が異なります（電子契約シス
テム、データ送受信機能、持参・郵送／次ペー
ジ参照）。

○ 電子契約システムに提出が必要な書類に
ついては、発注者が電子契約システムから提出
依頼を行いますので、依頼された書類を電子契
約システムにより提出してください。

データ送受信機能
（説明：電話等）

データ送受信機能

建設リサイクル法関係
書面等の提出・説明

建設リサイクル法関係
書面等の受領

発注者（工事等担当課）

契約保証手続きのための
契約書案の送付

契約書案の受領

データ送受信機能

データ送受信機能

電子契約システム
※一部持参・郵送の場合もあり
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○ 契約に必要な書類の提出方法

持参・郵送データ送受信機能電子契約システム提出方法

・契約保証金の納付に係る
書類のうち、紙（原本）の提出
が必要なもの
（納記、利付国債、紙の保証書等）

・建設リサイクル法第12条第１
項に基づく書面※

・建設リサイクル法第13条及び
省令第７条に基づく書面

・建築士法第22条の３の３に
基づく契約書面

・契約保証金の納付に係る
書類
（紙（原本）提出が必要なものを除く）

・経営事項審査の総合評定値
通知書の写し

・その他、契約締結に必要な
書類

提出書類

システムからの提出依頼なしシステムからの提出依頼なし
電子契約システムからの
提出依頼を受け、提出

提出依頼

契約事務担当職員工事等担当職員契約事務担当職員受領者

３. 電子契約の事務手順

（４） 契約に必要な書類の提出

※ 提出後、工事等担当職員に対し電話
等により説明を行ってください。
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○ 契約保証の納付に係る書類については、納付方法により、提出書類・提出方法が異なります。

提出書類・提出方法納付方法

納記を持参又は郵送により提出。納入通知書交付後、指定金融機関等の領
収印のある納入通知書（領収証書）の写し（ＰＤＦファイル）を電子契約システ
ムにアップロード

契約保証金の納付
（現金）

利付国債及び納記を持参又は郵送により提出利付国債の提供

電子証書等の場合

・ 電子証書等を閲覧するために用いる契約情報及び認証情報（ＰＤＦファイ
ルまたはWordファイル）を電子契約システムにアップロード

紙の保証書等の場合

・ 保証書等の写し（PDFファイル）を電子契約システムにアップロードの上、
原本を契約予定日までに持参又は郵送

金融機関等の保証

公共工事履行保証証券
による保証

履行保証保険契約
の締結

３. 電子契約の事務手順

（４） 契約に必要な書類の提出
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３. 電子契約の事務手順

（４） 契約に必要な書類の提出

○ 契約保証金の納付（現金）

○契約保証金に代わる担保
としての利付国債の提供

○ 金融機関等の保証、公共工事履行保証証券による保証、
履行保証保険契約の締結

＜電子証書等＞ ＜紙の保証書等＞

【凡例】 受注者 発注者（契約担当課） 電子契約システム

※ 議決案件の場合は、仮契約締結後の案件に対する追加提出となりますので、
電子契約システムからの提出依頼はありません。
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（５） 電子署名

使用システム・手段事務の流れ

電子契約システム

電子契約システム

電子契約システム

電子契約システム

契約図書（電子ファイル）
アップロード

電子署名の依頼

契約図書の確認
・電子署名

電子署名

契約に必要な書類の提出・発注者の確認が完了

契約締結

【凡例】 受注者 発注者（契約担当課）

電子契約システム データ送受信機能 その他

３. 電子契約の事務手順

○ 契約に必要な書類の提出・発注者の確認
が完了後、発注者が電子契約システムに契約
図書をアップロードし、受注者に署名依頼を行
います。

○ 発注者からの署名依頼の後、電子契約シ
ステムで契約図書の確認・電子署名を行って
下さい。

○ 受注者の電子署名完了後、発注者が電
子署名を行い、完了後、受注者へ電子契約シ
ステムからお知らせメールが送付されます。

○ なお、共同企業体の契約の場合、構成員
全員が電子署名する必要があります。電子署
名は、JV構成員→JV代表者の順で行います。



25

【紙契約用との違い】

・電磁的記録を作成し、双方電子署名する旨を記載

・収入印紙貼付欄及び押印欄無し

収入印紙貼付欄なし

押印欄なし

・ 契約書様式は、電子契約に対応した様式を使用します

契約書様式（電子契約用）

３. 電子契約の事務手順

（５） 電子署名
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（６） 変更契約

使用システム・手段事務の流れ

変更協議書等の受領

・承諾書の送付

変更契約手続きへ

【凡例】 受注者 発注者（契約担当課）

電子契約システム データ送受信機能 その他

３. 電子契約の事務手順

○ 当初契約を「電子契約」で実施した案件の
みが対象となります。

○ 変更契約に際しては、発注者（工事等担
当職員）から、変更協議書、変更設計図書及
び参考図書がデータ送受信機能により送付さ
れます（書面、メール、工事中情報共有システ
ム等の場合もあり）。

○ 変更協議書がデータ送受信機能により送
付された場合は、承諾書をデータ送受信機能
により返送してください。

○ 以降の変更契約の事務手順は、当初契
約と同様です。

変更協議書等の送付 データ送受信機能

データ送受信機能

変更承諾書の受領 データ送受信機能

発注者（工事等担当課）
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（７） 議決案件

使用システム・手段事務の流れ

【凡例】 受注者 発注者（契約担当課）

電子契約システム データ送受信機能 その他

３. 電子契約の事務手順

○ 議決案件の場合、発注者から議決日を通
知する文書が、データ送受信機能で送付され
ます。

○ また、仮契約締結後に契約保証金の納付
に係る書類を提出する場合は、電子契約シス
テム（×データ送受信機能）により提出してくだ
さい。

なお、この場合、通常の契約締結前の提
出の際と異なり、電子契約システムからの書
類提出依頼はありません。

仮契約締結

議決日の通知 データ送受信機能

契約保証金の納付に係る
書類の提出

契約保証金の納付に係る
書類の受領

電子契約システム
※一部持参・郵送の場合もあり

電子契約システム
※一部持参・郵送の場合もあり



（８） 契約合意情報の出力
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○ 契約締結を証明するファイル（契約合意情報）を、電子契約システムからダウンロード
できます。

契約合意情報

【契約合意情報について】

・契約日、案件名、受発注者双方の電子署名情報を記載

・受発注者双方の電子署名後でなければ電子契約システム

からダウンロードできない

・ブロックチェーン登録番号が合意（署名）した証明となる

３. 電子契約の事務手順
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（９） 履行完了処理

使用システム・手段事務の流れ

データ送受信機能
検査結果通知書の
受領・確認

検査結果通知書の送付 データ送受信機能

「工事・業務完了登録」
処理

データ送受信機能

受注者へ「工事・業務
完了登録」依頼 電話・メール等

「工事・業務完了登録」
処理

データ送受信機能

【凡例】 受注者 発注者（契約担当課）

電子契約システム データ送受信機能 その他

発注者（工事等担当課）

履行完了処理完了

○ 完成（完了）検査終了後、発注者（工事等
担当職員）からデータ送受信機能により、検査
結果通知書が送付されますので、データ送受
信機能により確認処理を行ってください。

○ その後、発注者（契約事務担当者）が、検
査結果通知書を成果物として登録し、「工事・
業務完了登録」処理を行いますので、処理完
了後、受注者の「工事・業務完了登録」処理を
データ送受信機能により行って下さい。

○ 履行完了処理が完了すると、案件のス
テータスが「履行完了」となります。

３. 電子契約の事務手順

検査結果通知書
成果物登録

データ送受信機能

（ステータス：履行完了）



３. 電子契約の事務手順

（10） 契約関連ファイルの原本性確認

30

○ 原本性確認画面に契約図書ファイルをアップロードすると、当該ファイルの原本性を
確認することができます。

確認用URL https://www.e-keiyaku.keiyaku.pref.hiroshima.lg.jp/CALS/contsys/CheckKeiyaku

契約図書
ファイル



（参考） 電子契約システムで授受する書類について
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留意事項

提出方法

タイミング書類名称等提出先 データ

送受信機
能

電子契約
システム

メール・FAX等により提出。－－落札決定の日の翌日まで電子契約意向確認書

契約事務
担当課

メール・FAX等により提出。－－落札決定の日の翌日まで工事（業務）着手日通知書

－○契約締結前【契約保証】納入通知書（領収証書）の写し

持参または郵送。－－契約締結前【契約保証】利付国債及び納記

－○契約締結前
【契約保証】電子証書等を閲覧するための
契約情報及び認証情報

原本は契約予定日までに
持参又は郵送。

－○契約締結前【契約保証】紙の保証書等の写し

－○契約締結前その他の提出書類（経審の写し等）

提出後、電話等で内容を
説明する。

○－契約締結前建設リサイクル法関係書面（12条）

工事等
担当課

○－契約締結前建設リサイクル法関係書面（13条）

○－契約締結前建築士法関係書面（第22条の３の３）

書面、工事中情報共有シ
ステム、メール等でも可。

△－契約締結後速やかに機密データの保存等に関する届出書

△－変更契約締結前変更協議承諾書

△－完成（完了）検査合格後完成（完了）通知書、引渡書、請求書

■ 受注者が提出する書類・方法

４. 電子契約の事務手順
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受領方法

タイミング書類名称等送信元 データ

送受信
機能

電子契約
システム

ＦＡＸ等でも可△－契約締結前契約保証手続きのための契約書（案）

契約事務
担当課

手交又は郵送－－契約締結前【契約保証】納入通知書

○－議決日議決日の通知

書面、工事中情報共有システム、
メール等でも可

△－変更契約締結前
変更協議書、
変更設計図書及び参考図書

○－検査後検査結果通知書
工事等
担当課

■ 受注者が受領する書類・方法

４. 電子契約の事務手順

（参考） 電子契約システムで授受する書類について


